福祉有償運送にかかる自家用自動車有償運送登録申請の概要

	有償運送の条件
	法第７９条による申請に対する取扱い
	申請概要

	（１）運送主体
	 ・ＮＰＯ法人、一般社団法人又は一般財団法人、地方自治法に規定する認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、医療法人、社会福祉法人、商工会議所、商工会、権利能力なき社団
	○法人名（代表者名）：
○主たる事務所の所在地：

	（２）運送対象
	次のうち、他人の介助によらず移動することが困難であると認められ、かつ、単独で公共交通機関を利用することが困難な者及びその付添人

①身体障害者　②要介護認定者　③要支援認定者
④その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他障害を有
する者
	○利用者名簿の作成：
○利用会員名簿搭載者数：    人（平成  年　　月　　日現在）
　　・要介護認定者　　人
○会員在住市町名：　
　　

	（３）使用車両


	・自動車の自動車検査証及び自動車の使用者と申請者との間で締結された契約書又は使用承諾書
・当該契約において有償運送の管理、運営、事故、苦情対応について運送主体が責任を負うことが明確化されている
	○契約締結状況：
○使用車両台数

　　・福祉車両　　　台（普通 　　台、軽　　 台）

　　・セダン型一般車両　　　　台（普通　　台、軽　　台）



	（４）運転者
	・普通二種免許を有しておりかつその効力が停止されていない者、又は普通一種免許で国土交通大臣の認定する講習を受講しておりかつその効力が過去２年以内において停止されていない者
・セダン型車両を使用する場合は、介護福祉士等の資格を有するか、国土交通大臣の認定する講習を受講していること

・死者、負傷者等を生じた事故を惹起者は適性診断を受けていること
	○運転者人数：　　　人（うち二種免許取得者　　 人）
○運転者の経歴：
○講習受講状況：平成　　年　　月受講済

	（５）損害賠償措置
	対人８，０００万円以上及び対物２００万円以上の任意保険若しくは共済（搭乗者障害を対象に含むものに限る）に加入していること
	○契約保険会社等名：
○契約内容：

	（６）対価
	・運送の対価：

当該地域における一般乗用旅客自動車運送事業の上限運賃額のおおむね２分の１を目安に、地域の特性等を勘案しつつ定められたもの
・運送の対価以外の対価：実費の範囲内であること
	○会費：なし
○運送の対価：
○運送の対価以外の対価：



	（７）管理運営体制
	運行管理、指揮命令、運転者に対する監督及び指導、事故発生時の対応並びに苦情処理に係る体制その他の安全の確保及び旅客の利便確保に関する体制が明確に整備されていること
	○運行管理責任者の資格：
○運行管理体制：
○事故防止教育及び指導体制：

○事故処理及び責任体制：

○使用車両整備管理体制：

○苦情対応体制：

	（８）法令遵守
	道路運送法第79条の４の欠格事由に該当する者でないこと
	○宣誓書の添付の有無：


福祉有償運送にかかる自家用自動車有償運送登録申請の概要（記載例）
	有償運送の条件
	法第７９条第1項よる申請に対する取扱い
	申請概要

	（１）運送主体
	 ・ＮＰＯ法人、一般社団法人又は一般財団法人、地方自治法に規定する認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、医療法人、社会福祉法人、商工会議所、商工会、権利能力なき社団
	○法人名（代表者名）：社会福祉法人○△会
　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　三重　孝太郎

○主たる事務所の所在地：三重県津市広明町１３番地

	（２）運送対象
	次のうち、他人の介助によらず移動することが困難であると認められ、かつ、単独で公共交通機関を利用することが困難な者及びその付添人

①身体障害者　②要介護認定者　③要支援認定者

④その他肢体不自由、内部障害、知的障害、精神障害その他障害を有

する者
	○利用者名簿の作成：作成済み（別添のとおり）

○利用会員名簿搭載者数：１０人（平成３０年×月××日現在）
○会員在住市町名：津市（８人）、松阪市（２人）

　　

	（３）使用車両


	・自動車の自動車検査証及び自動車の使用者と申請者との間で締結された契約書又は使用承諾書

・当該契約において有償運送の管理、運営、事故、苦情対応について運送主体が責任を負うことが明確化されている
	○契約締結状況：有り（１車両）
○使用車両台数：５台
　　・福祉車両　４台（普通　３台、軽 １台）

　　・セダン型一般車両　１台（普通　０台、軽　１台）


	（４）運転者
	・普通二種免許を有しておりかつその効力が停止されていない者、又は普通一種免許で国土交通大臣の認定する講習を受講しておりかつその効力が過去２年以内において停止されていない者

・セダン型車両を使用する場合は、介護福祉士等の資格を有するか、国土交通大臣の認定する講習を受講していること

・死者、負傷者等を生じた事故を惹起者は適性診断を受けていること
	○運転者人数：　２人（うち二種免許取得者 ０人）
○運転者の経歴：申請日前２年間に運転免許停止処分を受けた者無し
○講習受講状況：平成　２８年１１月受講済

	（５）損害賠償措置
	対人８，０００万円以上及び対物２００万円以上の任意保険若しくは共済（搭乗者障害を対象に含むものに限る）に加入していること
	○契約保険会社等名：○○火災保険㈱　他
○契約内容：対人・対物無制限、搭乗者障害3,000万円

	（６）対価
	・運送の対価：

当該地域における一般乗用旅客自動車運送事業の上限運賃額のおおむね２分の１を目安に、地域の特性等を勘案しつつ定められたもの

・運送の対価以外の対価：実費の範囲内であること
	○会費：５００円／月
○運送の対価：詳細別添「運賃表のとおり」
○運送の対価以外の対価：無し


	（７）管理運営体制
	運行管理、指揮命令、運転者に対する監督及び指導、事故発生時の対応並びに苦情処理に係る体制その他の安全の確保及び旅客の利便確保に関する体制が明確に整備されていること
	○運行管理責任者の資格：無し
○運行管理体制：
○事故防止教育及び指導体制：　　　※別添「運行管理体制」参照

○事故処理及び責任体制：

○使用車両整備管理体制：

○苦情対応体制：

	（８）法令遵守
	道路運送法第79条の４の欠格事由に該当する者でないこと
	○宣誓書の添付の有無：有り


申請書案概要：運営協議会に提出





申請書案概要：運営協議会に提出








